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１ 環境監視についての基本的考え方

１－１ 環境監視の目的 

環境監視は、東京外かく環状道路（千葉県区間）の供用に伴う周辺環境の状況を把握し、必要に

応じて適切な対策を講じる等、環境の保全に努めることを目的とする。 

 

１－２ 環境監視の位置付け 

環境監視は、環境影響評価書（以下「評価書」という。）の「環境担当部局の意見に対する見

解」に基づき実施する。（表－１） 

表－１ 評価書に対する環境担当部局の意見及び意見に対する見解（抜粋） 

環境担当部局の意見 都市計画決定権者の見解 

８ 監視計画に関わる事項 

供用時、施工時の監視体制について明らかに

するとともに、次の監視を行い必要な対策を講ず

ること。 

（１）供用後の交通量、大気質、騒音、振動につ

いて予測結果が適切に確認できる位置にお

いて常時監視すること。 

（２）供用後、周辺の地下水位について監視する

こと、また、路面排水の水質の監視について

も検討すること。 

供用後の交通量、大気質汚染、地下水位等

の状況については、事業実施段階において、

測定場所、測定期間、測定項目等の測定計画

を含めて関係機関と協議の上、必要に応じて

継続調査を実施いたします。 

 

１－３ 環境監視の基本方針 

（１）環境監視の実施時期 

環境監視は、千葉外環供用時及び定常状態時（全施設供用時 ※１）に調査を実施する。 

※１ 全施設供用時：千葉外環供用かつ北千葉ＪＣＴ供用かつ京葉ＪＣＴフルアクセス供用時 

（２）環境監視の実施手順 

環境監視の実施手順は次のとおりとする。（図－１） 

① 環境監視計画の策定 

調査場所、調査期間、調査項目等の計画を策定する。 

② 調査の実施、データの収集・整理 

調査を実施し、データの収集・整理を行う。 

③ 環境監視結果の評価 

整理されたデータを基に、環境の状況及び事業の影響について評価する。 

④ 対策の検討・実施 

評価結果に基づき、事業による環境への影響が明らかな場合、適切な対策を検討し実施する。 



2 

 

⑤ 環境監視計画の見直し 

環境監視結果等を踏まえ、必要に応じて、環境監視計画の見直しを行う。 

⑥ 環境監視結果等の公表 

環境監視結果については、事業者のホームページにおいて公表する。 

※２ 定常状態時について 

定常状態時の調査については、全施設供用時における交通状況や千葉外環供用時の調査結果等を

踏まえ、調査場所、調査期間、調査項目等の計画について、必要に応じて見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 環境監視計画 

２－１ 環境監視項目 

環境監視項目は、「環境担当部局の意見」に記載された調査項目のうち、交通量、大気質、騒音、

振動及び地下水の５項目とする。 

なお、路面排水の水質については、国総研資料＊より「路面排水中の亜鉛、鉛について緊急的に

対策を講じる必要性は低い」と報告されていることから、調査項目に含めないこととする。 

＊：「路面排水の水質に関する報告」（H22.5 国総研資料第 596 号） 抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ 環境監視対象地域 

監視対象地域は、千葉県松戸市小山地先から千葉県市川市高谷地先とする。（図－２） 

図－1 環境監視の実施手順 

④対策の検討・実施 

②調査の実施、データの収集・整理 

③環境監視結果の評価 

⑥環境監視結果の公表 

⑤環境監視計画の見直し 

① 環境監視計画の策定 

（※２） 

本研究では、道路構造物や自動車を排出源とする路面排水中の化学物質の挙動を明らかにし、今後の対策等

に資することを目的に、実道路における路面排水の採水調査を幅広く実施してきた。 

その結果、以下の点が明らかとなった。 

・実道路から排出される路面排水の調査を行ったところ、当初路面排水中に含まれていると推定した化学物質

53 種中 40 種（略）が検出された。 

・検出されたこれら物質のうち、既往基準との濃度比較から亜鉛、鉛を対象とし、首都圏の実道路における濃度

分布調査を行った。その結果、亜鉛、鉛濃度はほとんどの地点で低濃度であり、道路排水による亜鉛の環境

や健康等への影響は排水基準等に照らし合わせても問題のないレベルと考えた。 

（略） 

以上の調査検討結果より、路面排水中の亜鉛、鉛について緊急的に対策を講じる必要性は低いと考えている。 
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図－２ 監視対象地域図 （JCT 名称は仮称） 

凡 例 

：評価書の予測地点 
（標準部） 

：評価書の予測地点 
（特殊部） 



4 

 

２－３ 大気質調査 

（１） 調査方法 

調査項目は、二酸化窒素（ＮＯ２）を含む窒素酸化物及び浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）とする。あ

わせて、気象条件として、風向・風速、地上気温・相対湿度を測定する。 

なお、環境影響評価時には一酸化炭素（ＣＯ）の予測を実施しているが、現在は自動車の単体規

制が進み、千葉県内では全ての自排局で環境基準が達成され千葉外環供用に伴う影響も小さいこと

から、調査項目に含めないこととする。 

また、ＳＰＭについては環境影響評価時に予測手法が確立してないことから、予測を実施してい

ないが、予測手法の確立後に予測を実施したことから、調査項目に含めることとする。 

調査の方法は表－２に示す。 

表－２ 大気質調査方法 

調査項目 調査方法 

窒素酸化物 

（NO,NO2,NOx） 

JIS B 7953 ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又はオゾンを用いる化学発光法に

基づく「大気質中の窒素酸化物自動計測器」により、NO 濃度と NO2 濃

度を 1 時間単位で連続測定する。 

大気質の吸引口は地上 1.5ｍの高さに設置する。 

浮遊粒子状物

質 

（SPM） 

JIS B 7954 濾過捕集による重量濃度測定方法又はこの方法によって測定された重

量濃度と直線的な関係を有する量が得られる光散乱法、圧電天びん法

若しくはβ線吸収法に基づく「大気質中の浮遊粒子状物質自動計測

器」により、SPM 濃度を 1 時間単位で連続測定する。 

大気質の吸引口は地上 3.0ｍの高さに設置する。 

風向・風速 

（WD・WS） 

地上気象観測指

針 

風車型微風向風速計を地上高 10ｍに設置し、10 分間の平均値を測定

する。 

地上気温・ 

相対湿度 

（TEMP・HUM） 

地上気象観測指

針 

自記式温湿度計を地上高 1.5ｍに設置し、瞬時値を連続測定する。 

大気質の調査は、｢大気の汚染に係る環境基準について｣(昭和４８年５月環境庁告示第２５号)、｢二酸化窒素に

係る環境基準について｣(昭和５３年７月環境庁告示第３８号)に準拠する。また、気象観測は、｢地上気象観測

指針(気象庁)｣に準拠する。 

 

（２） 調査地点 

調査地点は地域の環境特性及び予測評価の結果を踏まえ、千葉外環の影響が的確に把握できるよ

う選定するものとし、評価書の予測地点（標準部）のうち「松戸市中矢切」「市川市平田」「市川

市田尻」の３地点とする。 

また、千葉外環の構造上の特殊区間である蓋掛部の影響を把握するため、「矢切蓋掛部」「小塚

山蓋掛部」「菅野蓋掛部」についても調査地点とする。（図－３） 

表－３ 大気質調査箇所 

調査項目 調査箇所 

大気質調査（NOx、SPM、気象）  標準部 ： 松戸市中矢切、市川市平田、市川市田尻 

蓋掛部 ： 矢切蓋掛部、小塚山蓋掛部、菅野蓋掛部 
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（３）調査期間 

  千葉外環供用時は、「松戸市中矢切」「市川市平田」「市川市田尻」についてはモニタリング

施設における通年の測定とし、年毎の変動を確認するため千葉外環供用後３年間の調査を行う。   

また、「矢切蓋掛部」「小塚山蓋掛部」「菅野蓋掛部」については、四季ごとに連続７日間測定

し、千葉外環供用後１年間の調査を行う。 

定常状態時は、四季ごとに連続 7日間測定し、供用後１年間の調査を行う。 
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図－３ 大気質調査地点位置図 

凡 例 

：調査地点（通年） 
 
：調査地点（四季） 
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２－４ 騒音・振動調査 

（１）調査方法 

自動車騒音の測定は、｢騒音に係る環境基準について｣(平成１０年、環境庁告示第６４号)、自動

車振動の測定は、「振動規制法施行規則」（昭和５１年、総理府令第５８号）に定める方法に準拠

するものとする。（表－４） 

表－４ 騒音・振動調査方法 

調査項目 調査方法 

騒音調査 ｢騒音に係る環境基準について｣(平成 10 年、環境庁告示第 64 号)に定める測定方

法。 

JIS Z 8731 に定める騒音レベル測定方法 

振動調査 「振動規制法施行規則」（昭和 51 年、総理府令第 58 号）に定める測定方法。 

JIS Z 8735（振動レベル測定方法）に定める測定方法 

 

（２）調査地点 

調査地点は、評価書における騒音・振動の予測地点とする。（図－４） 

・騒音調査 １７地点（評価書において、標準部１０地点、特殊部７地点を予測。） 

・振動調査 １０地点（評価書において、標準部１０地点を予測。） 

表－５ 騒音・振動調査箇所 

調査項目 調査箇所 

騒音調査 松戸市小山、松戸市中矢切、市川市北国分、市川市国分、市川市須和田、 

市川市菅野、市川市平田、市川市大和田、市川市田尻、市川市高谷、矢切交差部、

矢切蓋掛部、小塚山蓋掛部、北千葉 JCT、菅野蓋掛部、京葉 JCT、高谷 JCT 

振動調査 松戸市小山、松戸市中矢切、市川市北国分、市川市国分、市川市須和田、 

市川市菅野、市川市平田、市川市大和田、市川市田尻、市川市高谷 

※千葉外環供用時には北千葉 JCT は調査箇所から除く 

 

各調査地点の測定位置は、千葉外環の敷地境界を原則とする。 

 

（３）調査期間 

調査期間は年毎の変動を確認するため、千葉外環供用後３年間及び定常状態後１年間の調査を行

う。 

調査時期は、千葉外環供用後の平均的な状況を呈する日（秋季）＊を対象に、交通量調査と同時

に実施する。 

＊：「騒音に係る環境基準の評価マニュアル」（平成２７年 環境省）より 
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図－４ 騒音・振動調査地点位置図 

凡 例 

：騒音・振動調査地点 
 
：騒音調査地点 
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２－５ 交通量調査 

（１）調査方法 

交通量調査は上下方向別・車種別に目視または自動測定機等で通過台数を測定する。測定時間は

24 時間とする。車種区分は小型車・大型車の２種類とする。（表－６） 

             表－６ 交通量調査 車種区分 

 観測区分 種別 内容 

1 小型車 

乗用車 

ナンバー5（黄と黒のプレート） 

ナンバー3、8（小型プレート） 

ナンバー3、5、7 

小型貨物車 

ナンバー4（黄と黒のプレート） 

ナンバー3、6（小型プレート） 

ナンバー4、6 

2 大型車 

バス ナンバー2 

大型(普通) 

貨物車 

ナンバー1 

ナンバー8、9、0 

 

（２）調査地点 

調査地点は、騒音・振動との相関関係を確認するため騒音・振動調査と同一地点とする。（図－

５） 

・交通量調査 １７地点（騒音・振動調査地点と同一地点。） 

表－７ 交通量調査箇所 

調査項目 調査箇所 

交通量調査 松戸市小山、松戸市中矢切、市川市北国分、市川市国分、市川市須和田、市川市菅

野、市川市平田、市川市大和田、市川市田尻、市川市高谷、矢切交差部、矢切蓋掛

部、小塚山蓋掛部、北千葉 JCT、菅野蓋掛部、京葉 JCT、高谷 JCT 

※千葉外環供用時には北千葉 JCT は調査箇所から除く 

 

 

（３）調査期間 

調査期間は年毎の変動を確認するため、千葉外環供用後３年間及び定常状態後１年間の調査を行

う。 

調査時期は、騒音・振動との相関関係を確認するため千葉外環供用後の平均的な状況を呈する日

（秋季）＊を対象に、騒音・振動調査と同時に実施する。 

＊：「騒音に係る環境基準の評価マニュアル」（平成２７年 環境省）より 
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図－５ 交通量調査地点位置図 

凡 例 

：交通量調査地点 
（騒音・振動調査関連） 

：交通量調査地点 
（騒音調査関連） 
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２－６ 地下水位調査 

（１）調査方法 

測定器により、層ごとの地下水位を測定する。 
 

（２）調査地点 

調査地点は、施工時に地下水位を監視している観測井６３箇所と同じ箇所とする。（図－６） 

表－８ 地下水調査箇所 

調査項目 調査箇所 ＊施工時の調査における地区 

地下水調査 小山地区（１箇所） 、 矢切地区（１６箇所） 、 堀之内地区（１２箇所） 、 

国分・北台・平川地区（７箇所） 、 須和田・白幡・菅野・新田地区（５箇所） 、 

平田・新田・大和田地区（４箇所） 、 大和田・稲荷木・田尻地区（５箇所） 、 

東西線周辺地区（１２箇所） 、 高谷地区（１箇所） 

 

（３）調査期間 

工事の影響による地下水位の変動を確認するため、千葉外環供用後１年以内及び定常状態時＊

に１回測定を行う。調査結果から、工事に伴う影響などを踏まえ、調査の継続について関係機関

と協議を行う。 

  ＊：千葉外環供用後の残工事施工に伴い地下水を監視する場合に１回の測定を行う。 
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※現在、本図に示す地区毎に地

下水位調査を実施中。 
供用後の調査も、同じ観測井

において調査を実施する。 

図－６ 地下水位調査地点位置図 
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２－７ 調査結果の評価 

調査結果は１年毎にとりまとめを行い、各調査項目、調査地点毎に環境保全目標との比較を行い

評価する。（表－９） 

〇環境保全目標 

・大気質及び騒音：環境基準 

・振動：要請限度 

＊地下水位については、工事前、工事中、工事完了後との比較を行う。 

表－９ 調査結果のとりまとめ 

項目 小項目 とりまとめ内容 

大気質 

 

NO2 濃度 【中矢切・平田・田尻】 

年間 98%値による１時間値の１日平均値 

【矢切蓋掛部・小塚山蓋掛部・菅野蓋掛部】 

同日付けの標準部調査結果及び周辺一般局との比較 

SPM 濃度 【中矢切・平田・田尻】 

年間２%除外値による１時間値の最大値及び１時間値の１日平均値 

【矢切蓋掛部・小塚山蓋掛部・菅野蓋掛部】 

同日付けの標準部調査結果及び周辺一般局との比較 

騒音 昼間／夜間別の等価騒音レベル（LAeq）  

参考値として、旧環境基準に基づく中央値（L50） 

振動 昼間／夜間別の 80%レンジ上端値（L10） 

地下水位 各観測井の地下水位（ｍ） 

 



付表－１　環境監視計画行程表

（常時観測）

（四季観測）

（年1回調査）

（千葉外環供用後1回調査）

定常状態時

地下水位

騒音、振動、交通量

大気質

千葉外環供用１年目 千葉外環供用２年目 千葉外環供用３年目

（千葉外環供用後の残工事施工に伴い
地下水を監視する場合、1回調査）



付表－２　環境監視計画一覧

項目 小項目 実施時期 調査地点 調査期間 調査方法

窒素酸化物
（NO、NO2、
NOx）

ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又はオゾンを用いる化
学発光法に基づく「大気質中の窒素酸化物自動計測器」によ
り、NO濃度とNO2濃度を1時間単位で連続測定する。
大気質の吸引口は地上1.5ｍの高さに設置する。

浮遊粒子状物質
（SPM）

濾過捕集による重量濃度測定方法又はこの方法によって測
定された重量濃度と直線的な関係を有する量が得られる光
散乱法、圧電天びん法若しくはβ線吸収法に基づく「大気質
中の浮遊粒子状物質自動計測器」により、SPM濃度を1時間
単位で連続測定する。
大気質の吸引口は地上3.0ｍの高さに設置する。

風向風速（WD、
WS）

風車型微風向風速計を地上高10mに設置し、10分間の平均
値を測定する。

地上気温、相対
湿度（TEMP、
HUM）

自記式温湿度計を地上高1.5mに設置し、瞬時値を連続測定
する。

騒音（LAeq）

環境影響評価書における騒音の予測地点

【標準部】小山、中矢切、北国分、国分、須和田、菅
野、平田、大和田、田尻、高谷

【特殊部】矢切交差部、矢切蓋掛部、小塚山蓋掛部、
北千葉JCT、菅野蓋掛部、京葉JCT、高谷JCT

｢騒音に係る環境基準について｣(平成10年、環境庁告示第64
号)に定める測定方法。
JIS Z 8731に定める騒音レベル測定方法

振動（L10）

環境影響評価書における振動の予測地点

【標準部】小山、中矢切、北国分、国分、須和田、菅
野、平田、大和田、田尻、高谷

「振動規制法施行規則」（昭和51年、総理府令第58号）に定
める測定方法。
JIS Z 8735（振動レベル測定方法）に定める測定方法

交通量 交通量

騒音・振動調査と同一地点

【標準部】小山、中矢切、北国分、国分、須和田、菅
野、平田、大和田、田尻、高谷

【特殊部】矢切交差部、矢切蓋掛部、小塚山蓋掛部、
北千葉JCT、菅野蓋掛部、京葉JCT、高谷JCT

上下方向別、車種別に目視または自動測定機等で通過台数
を測定する。

地下水位 地下水位
施工時に監視中の観測井
（千葉外環供用時は全63箇所）

●千葉外環供用後１回
●全施設供用後１回

測定器により、層ごとの地下水位を測定する。

※千葉外環供用時に、北千葉JCTにおける調査は実施しない。

●千葉外環供用時
　【標準部、特殊部】
　年１回（秋季）×３年

●定常状態時
　【標準部、特殊部】
　年１回（秋季）×１年

※定常状態時（全施設供用時）の調査については、全施設供用時における交通状況や千葉外環供用時の調査結果等を踏まえ、調査場所、調査期間、調査項目等の計画について、必要に
　応じ見直しを行う。

※路面排水の水質調査は実施しない。（路面排水の水質については、既往の研究資料においても「路面排水中の亜鉛、鉛について緊急的に対策を講じる必要性は低い」と報告されており、
　モニタリングの必要性が低いことから監視項目として選定しない。）

大気質

環境影響評価書における騒音・振動の予測地点のう
ち、下記の地点

【標準部】中矢切、平田、田尻

【蓋掛部】矢切蓋掛部、小塚山蓋掛部、菅野蓋掛部

●千葉外環供用時
　　【標準部】
　　モニタリング施設に
　　よる通年調査×３年
　　【蓋掛部】
　　四季毎に連続７日間
　　調査×１年

●定常状態時
　【標準部、蓋掛部】
　　四季毎に連続７日間
　　調査×１年

騒音・振動

●千葉外環供用
時

　　　及び

●定常状態時
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